
0539科学環境汚染による健康影響評価の検討

東日本大震災による福島第一原発事故と水俣病
はよく比較される。実態の解明，原因の排除，住
民への情報提供，健康障害の解明と治療，被害者
への補償，再発防止など，水俣病でどれ一つとし
てまともに実行されなかった「本来あるべき公衆
衛生学的対策」が，果たしてきちんとなされてい
くのか，ということが私の最大の関心事であっ
た1。原発事故は深刻で規模も大きいゆえ，ある
程度の対策はなされるだろうと最初に想像したが，
それが間違いとわかるのに長くはかからなかった。
しかし，それと同じくらいショックであったの
は，長年メチル水銀の健康影響（リスク）を考察し
てきた目から眺めると，放射線医学専門家の多く，
そして放射線物理学者のほとんどが，公衆衛生学
が営々と築いてきたリスクと因果関係解明の歴史
と手法を理解せずに，放射線のリスクを語ってい
た（いる）ことである。以下，メチル水銀中毒と比
較しながら，述べてみたい。

水俣病の発生原因

チッソがアセトアルデヒド生産過程で使用した
水銀を海に流し始めたのは 1932年であった2。
1956年に水俣病が公式確認された時，水俣病の
原因は不明とされた。熊本大学の研究グループは，
その年からチッソや行政とは独立して研究を行い，

1959年には水俣病の原因が有機水銀であること
を突き止めた。水俣病の原因解明期における熊本
大学のこの独立性は高く評価されるべきものであ
る。この点，原発事故後の福島の状況は注視を要
する。
公式確認当時の水俣病は，意識障害，痙攣，著
明な運動障害などを伴う劇症例が多かった。その
後も重症例も含めて多数が存在していたはずであ
るが，このような劇症例が目立たなくなったとい
うことで，水俣病の原因究明に貢献した徳臣晴比
古は 1961年以降水俣病が終息したと推測した3。
この時期，メチル水銀を含んだ排水は海に流され
続けられる一方，水俣病への危機感は薄まり，魚
介類摂取も禁止されることなく続いた。原発事故
後，被曝（曝露）が持続している現在の状況と類似
している。また，放射性物質と比較すると，メチ
ル水銀は曝露→健康障害のプロセスがより単純で
あるが，症状の程度や出現様式に多様性があり，
しかもそのことは後になって判明していく。

1965年，新潟県阿賀野川流域で水俣病が発見
された（新潟水俣病）。新潟大学の椿忠雄は，汚染地
域の疫学調査を行い，感覚障害，運動失調，視野
狭窄，構音障害，聴力障害の 5症候からなるハ
ンター・ラッセル症候群の症候が複数揃った症例
だけでなく，感覚障害のみの症例も水俣病と診断
することができるとした。そして，1968年 5月
18日にチッソの排水が止まり，同じ年の 9月，
日本政府は水俣病の原因をメチル水銀化合物であ
ることをようやく正式に認めた。
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水俣病の前に水俣病はなかった

世界で最初の有機水銀（ジメチル水銀）中毒は，
1865年，イギリスのエドワーズによって報告さ
れた4。20世紀に入り，産業において水銀がさか
んに使用されるようになり，1930年にはツァン
ガーら5が化学工場労働者の有機水銀中毒症例を
報告した。この頃には，チッソと同じプラントで
水銀が有機化して中毒を起こすことが知られてい
る6。1940年には，有名なハンターらのメチル水
銀中毒の報告がなされる7。このように，水俣病
以前の有機水銀中毒は労働災害であり，水俣病は，

魚介類を介しての初めてのメチル水銀中毒であっ
た。このことは，低濃度曝露あるいは慢性的曝露
によるメチル水銀中毒の集団発生の経験も初めて
であったことを意味する。
一般に，医学というものは，疾患が発生した後
に初めてその解明が始まり，進歩していく。この
水俣病の事例が示すように，産業活動が原因とな
る環境汚染による健康障害には「前例がない」こ
とが多い。しかも，類似の汚染事故が発生したと
しても，すべての健康被害の事象が記録されると
は限らない。メチル水銀中毒の集団発生と同様に，
原発事故も稀な事象であり，過去の放射線事故に
おける被曝や健康障害の記録が完全というわけで

コラム
水俣病の病像の解明

1959年にメチル水銀が水俣病の原因であるこ
とが解明された後もアセトアルデヒドの生産と魚
介類の汚染・摂取が続いたことにより，水俣病の
被害は拡大した。原因解明に重要な役割を果たし
た徳臣は，水俣病認定審査会の前身である水俣病
診査協議会の主要メンバーとなったが，そこで
1968年までに認定されたのは，初期に発見され
たような重症患者と 1961年から認定されること
になった胎児性水俣病患者をあわせた 100名余
りに過ぎなかった。この「直ちに健康に影響はな
い」ようにみられた時期に数十万人の人々がメチ
ル水銀に曝露されたと考えられる。
新潟・阿賀野川流域でより軽症の水俣病が報告
されたことに刺激された熊本大学でも，神経精神
科，病理学第 2講座を含めて，より軽症例の水
俣病を含めて実態究明をしていく機運が盛り上が
り，1971年から 72年にわたるいわゆる第二次
水俣病研究班により，水俣病の検診や研究が進め
られた8。特に神経精神科による汚染地域の横断
研究により，数多くの潜在患者の存在が判明した。
この調査以降，大量の水俣病認定申請が始まった。
ただし，この第二次研究班の成果が第三水俣病を
示唆したことをきっかけに 1973年に水銀パニッ
クが起こり，椿が会長となった旧環境庁委員会分
科会が第三水俣病を否定していく中で，第二次研

究班の功績は過小評価されていくことになる。
当初の水俣病認定基準は，いわゆる「ハンタ
ー・ラッセル症候群」（感覚障害，運動失調，視野狭窄，
構音障害，聴力障害）のうちいずれかの症候があれば
認定されるというものであったが，1974年以降，
認定申請者が年平均 1000人を超えるようになり，
チッソの倒産を懸念して認定率は低下，そのよう
な切り捨てを象徴するかのように，1977年には
「昭和 52年判断条件」が示された。
この動きに対して，当時水俣診療所の所長であ

った藤野糺が中心となって，1974年から「桂島
検診」がおこなわれ，対照地区の奄美諸島と比較
して，ハンター・ラッセル症候群のすべての症候
の割合が高いことが示され，また受診者の年代別
に曝露が濃厚なものから軽度のものになるに従っ
て，ハンター・ラッセル症候群の症候数の割合が
減り，より若年層では感覚障害のみのものの割合
が増えることが確認された9。
その後，津田敏秀は，1995年までのメチル水

銀汚染地域の疫学調査を集計し，水俣周辺の汚染
地域の四肢末端優位の感覚障害の相対危険度が
100倍以上と推定し，汚染地域で四肢末端優位の
感覚障害が認められた場合，それらがメチル水銀
に起因する障害である確率は 99％以上であるこ
とを示した10。その後のデータの検討でもこの原
因確率は 97％以上であることが示されている11。
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はないこと，放出される核種の種類や量，分布な
どが異なることを考慮すれば，常に初心の心構え
で事象を捉える必要がある。
加えて，産業活動に伴う環境汚染の場合は，利
害が絡んでいるがゆえに，汚染や健康障害の証拠
となるものが，企業，行政など，その責任と力の
あるものによって残されないのみならず，隠蔽さ
れる可能性が高いことを考慮しなければならない。
事件や事象が科学として取り上げられるかどう
かは，それらに関する記述がどれだけなされたか
にも依存しうる。そのため，環境汚染が発生した
場合，詳細で継続的な調査をおこなうことなく，
健康障害の全容を把握することは不可能である。
（水俣病におけるその経過をコラムで概括する。）

おこなわれなかった健康調査

水俣病では，水俣病公式確認の十数年後になっ
て，最初の横断調査が始められ，30～50年以上
もかかって初めて病像が一般化してきたのである
が，行政が主体となった調査はほとんどない。も
しも行政やそれにかかわる研究者が水俣病発生当
初から詳細な個別調査および疫学調査を実施して
いれば，被害の拡大は防止できたに違いない。当
初，水俣病の原因究明に尽力した徳臣らも軽症例
についてのさらなる探求をおこなわず，1950年
代後半に発表した三十数例の重症例を水俣病の症
例として国内の医学雑誌に約 20年間にわたって
掲載し続け，水俣病についての誤った概念を広め
た。
福島第一原発事故の場合，過去の放射能汚染事
故の類似例として挙げられるのはチェルノブイリ
原発事故ぐらいである。チェルノブイリよりも汚
染規模が小さいという意見や，超ウラン元素の飛
散が少ないなどの指摘があるが，福島第一原発事
故による詳細な汚染データが公表されているとは
限らないこと，事故がまだ収束していないこと，
史上最悪の海洋汚染であることなどを考慮すれば，
そのような結論を下すのは時期尚早である。
いずれにしても，事故や汚染の規模の大小にか

かわらず，過去に前例が非常に少ない事故である
ことを考えれば，福島第一原発事故による健康障
害について，詳細にかつ継続的に調査がなされな
ければならない。2011年 6月，政府は，全福島
県民を対象として健康調査を 30年間実施し，そ
のために 1000億円の基金を設立すると発表し
た12。しかしながら，同年 9月 15日には総務省13

が，同年 10月 17日には厚生労働省14が，通常の
調査として当然おこなわれるべき患者調査を「宮
城県の一部地域及び福島県の全域について調査を
行わない旨決定し，当該県へ連絡済み」とした。
ルーチンの調査も削るような姿勢をみると，真面
目な調査がおこなわれるか否かはきわめて疑わし
いといわざるをえない。
水俣病の研究の歴史を振り返ってみると，行政
や企業の経済的負担を増やすことにつながる調査
はほとんどなされなかった。したがって，行政に
対して調査をおこなうことを要求しつつも，行政
や企業から独立した集団が調査をおこなったり監
視したりしていくシステムを考えなければならな
い。また，疫学調査がすべての健康状態を把握で
きるとは限らないことを考慮すると，個別事例の
蓄積も重要であることを指摘しておきたい。

「曝露―影響」関係

環境汚染による健康障害を考察する際の柱は，
「曝露（被曝）」と「健康影響」である（図）。メチル
水銀の「曝露」は，経口摂取または経皮吸収によ
って起こりうるが，近年は労働災害によるメチル
水銀曝露の事例はほとんどなく，問題となる曝露
は，大型の魚介類を中心とした食品からの経口摂
取であり，腸管からの吸収→循環→神経系への影
響という経路をたどる。曝露の測定を定量的にお
こなう場合，メチル水銀曝露の指標は，血中水銀，
毛髪水銀（その他に臍帯，爪，尿など）で代表することが
できる。毛髪や血中水銀のかなりの部分がメチル
水銀であるため，多くの場合，毛髪総水銀を曝露
指標とするが，毛髪は 1カ月に約 1 cm伸びるこ
と，パーマなどの処理により水銀値が低下するこ
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となどの問題があり，臍帯水銀値を除き，過去の
汚染や汚染の累積量を定量的に知ることはできな
い。
そして，メチル水銀の「健康影響」としては，
主として中枢神経障害による神経・精神機能の障
害が問題とされる。他の神経疾患と比較すると，
慢性的なメチル水銀中毒による中枢神経機能障害
は，より複雑な病像を呈する。すなわち，①遅発
性に起こることが多いこと，②大脳皮質障害の性
質として，症候の時間的変動がみられうること，
③神経障害の出方に一定のパターンはあるものの，
障害されやすい神経症候に個人差がみられること，
④精神機能に対する影響は，個人差がより強く現
れるということなどである。
この曝露と健康影響の関係を毒物学では測定す
る。1971年，イラクでメチル水銀に汚染された
穀物を摂取して多数の人々が中毒となった15が，
このような急性中毒では，曝露も健康障害も定量
的に測定しやすい。胎児影響をみる際は妊娠中の
母親の毛髪水銀や出生児の臍帯の水銀値を測定し，
出生直後，数年～十数年後の子どもの精神運動機
能を検査する16。ところが，魚介類摂取で起こる
メチル水銀中毒の大半は慢性的曝露によるもので
あるから，血中であれ毛髪であれ，複数回水銀値
を測定したとしても曝露全体を正確に反映するの
には困難な面がある。
上記の問題点は，次項で述べる「量―反応」関
係を正しく考察するために，ふまえておかなけれ
ばならない。

メチル水銀規制値の設定に至る論理

毒物学の分野では，曝露と健康影響の関係を定
量的に考察するために，曝露指標を数値化する。
放射線や放射能による汚染をシーベルトやベクレ
ルなどの数値で表現した上で安全性が語られるこ
とが多いため，「量―反応」関係というものにつ
いて考察しておく必要がある。
水俣周辺地域の過去の汚染は昭和 30年代が最
悪であったが，住民のなかで水銀測定をされたも
のはごく一部に限られている。したがって，水俣
病において，水銀値と健康障害の関係を扱った研
究はごく一部しか存在しない17。この状況では，
曝露はわからないということになるかというと，
そうではない。
居住歴や魚介類喫食歴などの間接的曝露指標を
用いることができるし，しばしばこの方法を用い
なければならない。これは救済という社会的目的
のためだけでなく，研究手法としても成立しうる
ものである。メチル水銀曝露を表す直接的な数値
はなくとも，曝露を居住歴，喫食歴という定性的
な指標を用いても，研究として成り立つ18。科学
というのは真実を追究するための体系的な知見と
アプローチであり，「曝露―影響」が「量―反
応」で表現されなければならないということでは
ない。
また，健康影響の指標に何を持ってくるかによ
って，「曝露―影響」関係を検出する感度と特異

図―環境汚染物質の慢性的曝露による健康障害を考察する柱
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度は異なってくる。ハンター・ラッセル症候群の
5症候すべてを指標とすれば，感度はより低くな
るが，感覚障害を指標とすると感度は高くなる。
水俣病の場合，感覚障害の特異度も非常に高いた
め，感覚障害によって診断することが容易である。
ただし，救済や対策一般にこれほどの特異度が必
要ということではない。
水俣病の発生の後，メチル水銀の毒性に対する
世界の科学者の関心は，毒性を発揮する最小濃度
の追求にあった。メチル水銀は，胎児曝露による
毒性が最も高いとされていることから，胎児曝露
と，出生後の小児の精神運動発達の関係をみる疫
学研究が 2つのグループでなされた。1986年か
らデンマークのグループが北大西洋のフェロー諸
島で，1989年からロチェスター大学のグループ
がアフリカ沖のセイシェル諸島で出生コホート研
究を開始した。この 2つのグループの疫学研究
結果は相対立した。フェロー諸島では，母親の毛
髪水銀 10 ppm以上で出生児の精神運動発達に影
響があるという結果，セイシェル諸島ではそれを
否定する結果であった。この論争は，2008年に
ロチェスター大学のグループが，それまで有意差
なしになっていた原因は魚介類に含まれていた
n-3多価不飽和脂肪酸が胎児に有益な影響を及ぼ
す交絡要因となっていたためであることを明らか
にしてほぼ終結し，約 10 ppm以上でメチル水銀
のリスクは存在するということが定説となった19。
このような毒性物質の有害影響が現れ始める濃
度を臨界濃度という。現在，もっと低い値を臨界
濃度とする研究もあるが，2001年アメリカ環境
保護局（EPA）は，母親の毛髪水銀 10 ppmを臨界濃
度とし，この値に不確実係数（安全係数）10を適用
して，耐容摂取量を 0.1（ng/kg/日）と決めた20。これ
は，毛髪水銀値として約 1 ppmである。ちなみに，
2000～2002年に調査された日本での毛髪水銀値
の平均は 1.96 ppmであった21。
注目すべきは，アメリカ EPAが耐容摂取量を

決めたのは，疫学論争に決着がついた 2008年よ
り 7年も前の 2001年であったということだ。疫
学論争の結論が出ていなくとも，予防原則を含め

た公衆衛生学的立場に立って，対策を立てるとい
う点に私たちは学ぶべきである。
ただし，メチル水銀におけるこのような定量的
検討は，急性曝露や胎児曝露のように限られた曝
露における臨界濃度を算出するためにはある程度
役立つが，実際の症候にたいする精密な「量―反
応」関係は，慢性的曝露についてはほとんどわか
っていないというのが正しい。

放射線「被曝」の捉えかた

メチル水銀の場合と同じく，放射線の場合も，
「被曝―影響」関係をみていくことになる。慢性
メチル水銀中毒の場合は，曝露は魚介類を介した
経口摂取がほとんどを占めるが，放射線の場合は
様相がかなり異なる。ここでは，高線量急性曝露
を除外して考察してみる。放射線の曝露様態は，
通常，外部被曝と内部被曝とに分類される。
ICRPは外部被曝と内部被曝はその生物学的効果
が同等であると主張しているが，体内からの放射
線による被曝は，外部被曝よりも被曝の集積性が
高くなると考えられ，特に a線や b線が体内で
発生すれば，そのエネルギーの大半は生体内，し
かも狭い範囲で消費されることになり，c線被曝
と比較して格段に危険が増すという推察はうなず
ける。また，内部被曝では，臓器ごとの影響も異
なる可能性がある。
実際は，このような結論の出ていない事柄につ
いては，リスクの見解について数百倍の相違があ
り，どこまで予防的に行動するかが問題になると
しても，それでも予防原則の立場に立たなければ
ならない。同時に，被曝に関する詳細なデータを
可能な限り公表，蓄積すべきである。空間線量を
より詳細に行政が調査するべきであるし，それが
困難であれは，民間と共有するシステムを考慮す
る必要がある。食品についても，個別にデータを
収集できるように，流通段階での調査を行い，市
民も食品を持ち込み調査できる場所を多数作るな
どの，徹底的な被曝検知システムを形成するべき
状況である。
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ところが，現実のモニタリングは十分とは言え
ない。原発事故直後のヨウ素，希ガス核種の放出
などが初期の大量被曝を引き起こしていた可能性
があるが，そのデータも十分明らかにされていな
い。空間線量の多くも地域の詳細なデータまで求
めるためには，民間の自主的な測定に頼らざるを
得ず，食品についても，消費者が購入した時に放
射能汚染の状況を個々に把握することはできない。
徹底的なデータ公開が（リスクに関する）科学的議論
と（リスク・コミュニケーションのための）民主主義の出発
点である。
私たちが水俣病で経験してきたことは，曝露に
関しても健康影響に関しても，企業や行政の経済
的負担につながる項目についての調査研究を，行
政は徹底的に忌避する，あるいは忌避させるとい
うことである。濃厚汚染時期の水俣周辺地域住民
の毛髪水銀値についても，熊本県および鹿児島県
衛生研究所の 1960～62年のデータ22が残ってい
るのみである。

被曝量評価の問題点

外部被曝線量の評価は，空間線量をシーベルト
（Sv）単位で表現しておこなわれる。慢性的被曝で
は個々人の累積線量を評価することは必ずしも容
易でないものの，被曝と健康障害の関係を見てい
く上で，一定の評価は可能である。一方，内部被
曝については，ホール・ボディー・カウンター
（WBC）や尿中セシウム測定などの方法はあるが，
測定は困難である上，既に述べたように，内部被
曝に関する評価自体に大きな幅が存在する。
さらに，ホット・パーティクル（放射性微粒子）に

よる被曝を別に分類するべきであると私は考える。
ホット・パーティクルは，1975年にプルトニウ
ムの微粒子として紹介されたが，その後，プルト
ニウムよりもそれ以外の数多くの核種を含むこと
が知られてきた。実際に，チェルノブイリ23，ハ
ンフォード24，福島，東京25でもホット・パーテ
ィクルは確認されている。このホット・パーティ
クルは 1～30 nmの塊であり，大量の放射性物質

がこの中に含まれている。このような放射線の局
所高線量被曝の生物学的影響とその機序は未解明
領域と捉えられるべきである26。
また，個人個人の内部被曝量をシーベルト単位
で精密に換算・評価していくことはほとんど不可
能であり，間接的な変数や状況で評価していくこ
とも考えなければならない。これまで，大気圏内
核実験後の乳児死亡などのデータ，原子力発電所
周囲での小児白血病の多発，とかく話題になる
2004年のトンデルの論文27でもそのような手法
で報告がなされてきた。
曝露をシーベルト単位の数字で表現することに
よって，これらの研究結果を否定しようとする
人々もいる。しかし，曝露のあり方がそう単純で
はないことを考えると，核実験などに関連する癌
死などの多発は重視されるべきである。曝露→生
物学的作用→健康障害の真のメカニズムの解明と
いうのは現象の後追いになることが多く，曝露の
計測・評価自体について再考する必要があると思
われる。
当然のことながら，居住歴や喫食歴などの間接
的曝露指標を用いると，直接的曝露指標よりもバ
イアスや交絡要因が増えてくるように思えるかも
しれない。これらのバイアスや交絡要因はあって
はならないのではなく，バイアスや交絡要因をど
う考えるか，ということが，疫学の考察では重要
なのである。時に，バイアスや交絡要因が存在す
ること自体を理由として疫学的手法あるいは個別
の結果を否定しようとする意見があるが，そのよ
うな議論には意味がない。
結論の出ていない，あるいは未知領域の健康影
響については，予防原則を考慮すると同時に，被
曝と健康影響に関する詳細なモニタリングをしな
がら，同時に対策を考慮していく構えを持ち続け
ることが，人道的であると同時に，科学の進歩に
寄与する姿勢である。
よく，「放射線影響で最も信頼できる科学的デ

ータは原爆被爆者のデータ」ということがいわれ
る。当然，引き起こしてしまった被害については，
その被害者のためにも正確で詳細な調査がなされ
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なければならないが，このような通常自然界では
ありえない現象についてのデータというものが，
「より科学的（定量的という意味）であるためには，よ
り非人道的手段を伴わなければならなくなる」こ
とをどう考えるのかが，一人ひとりの科学者に対
して問われている。

放射線における「健康影響」の捉えかた

それでは，放射線の「健康影響」はどのような
項目で評価されているのであろうか。シーベルト
値との関係を追求してきた原爆被爆者調査の評価
は「癌死」であり，それ以外の健康障害について
は十分に明らかにされていない。しかし，癌死と
いうのは，メチル水銀中毒で言うと，ハンター・
ラッセル症候群のような，中毒症状のなかでも突
出した部分でしかない可能性が高い。
放射線の健康影響については，発癌，癌死以外
に，有病率，死亡率，加齢，良性腫瘍，循環器・
内分泌・呼吸器・消化器・泌尿生殖器・骨格筋肉
系・神経系・皮膚の異常や，感染症，遺伝子損傷，
先天奇形，幼児死亡，出生率低下，知能指数低下
など，考えうるさまざまな影響のすべてを検討し
た上で，その評価がなされるべきである。また，
物理化学的有害因子による疾患は非特異的症候を
きたすことが多く，疾患などの客観的データのみ
ならず自覚症状も収集すべきである。原爆ぶらぶ
ら病でさえ，データさえ適切に取られれば，科学
（公衆衛生学）の対象となりうる。
精神的不安など放射線影響以外の交絡要因が入
り込むにしても，それもまた評価する必要のある
項目と考えるべきである。交絡要因の軽重は，デ
ータをとった後に初めてわかることであるにもか
かわらず，それを理由にデータ採取を忌避する態
度は科学者のとるべき態度ではない。水俣病でも，
継続的に患者を診ない医学者たちが，地域の健康
障害を精神的不安によるものであるとする意見を
述べてきた。水俣病はそのようにして葬り去られ
ようとしていたが，私たちの収集したデータは決
してそのような一方的な解釈を許さない1。

東日本一帯で子どもたちにみられたといわれて
いる鼻出血や下痢などについても，このような事
故による「被曝」と「健康障害」については，既
知の知識は踏まえつつも，未知領域の存在を謙虚
に認め，精神的不安など他の原因によるものと安
易に決め付けず，科学者らしく被曝と健康障害に
関する徹底的な調査をおこなうべきである。
水俣病での例を前述したが，そもそも行政や行
政から独立しきれていない研究者が，健康影響に
ついて十分に検討するかどうかという点について
は極めて疑わしい。水俣病においては完全に「ノ
ー」であり，数十万人がメチル水銀の曝露を受け
てきたにもかかわらず，実際に現地の患者・住民
の詳細なデータを取ってきたのは，私たち「公害
をなくする県民会議」医師団やその他の少数の医
師，医師集団に限られていた。放射線においては，
メチル水銀以上に国内においても国際的にも強い
バリアが存在している。

放射線リスクの因果関係をどう捉えるか

リスクに対する医学的なアプローチは多面的に
なされる。一つは，細胞，組織や動物の実験によ
り，生物体に対する放射線の作用が推測される。
たとえば，低線量の c線照射でも染色体異常は直
線的に影響するとされ28，その他に，適応応答，
バイスタンダー効果，ゲノム不安定性誘導，ペト
カウ効果などの議論が存在する。しかし，人体影
響の検討で最も重要なのは疫学データの評価であ
り，低線量被曝については，被爆者，放射線診
断・治療，航空機乗務員，原発労働者，原発周囲
住民などを対象とした研究がある。バイアスや交
絡要因が含まれるにしても，人体という複雑な系
への影響は，疫学データが尊重されなければなら
ない。
前述の鼻出血，下痢などの報告については，発
症機序を問題にして言下に放射線との因果関係を
否定する論調が存在するが，発症機序の説明が完
結していないことで因果関係を否定する姿勢は間
違いである29。水俣病の公式確認後，魚介類が原
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因と判明した時点においても，原因物質が特定で
きないという理由で魚介類摂取は禁止されず，被
害は拡大した。
基本的には疫学調査が重要である。異常あるい
は疑問に思われる現象がみられた時，地域を選択
して調査をおこなうことは行政にとって容易なこ
とであるはずだ。そして，先に述べた疫学の限界
性を考慮すれば，個別の症例や事例も重視されな
ければならない。
鼻出血や下痢に関しては，ホット・パーティク
ルによる局所高線量被曝によるものではないか26

という仮説も出ている。鼻出血や下痢に限らず，
放射線と健康被害の関係を疑うことそのものを一
般人や専門家が拒否したり，「煽っている」と非
難したりする風潮が作り出されているが，これは
医学の基本である「仮説を立てる行為」そのもの
を否定する重大な過ちである。「科学的」を強調
しながら，裏側からこのような「情緒」を利用し
て科学の営みを妨げようとする専門家も存在する。
また，因果関係は一対一とは限らないという点を
理解していない専門家も少なくないようである。

外部被曝 100 mSv未満の健康影響の
エビデンスは存在する

しばしば，ICRP2007勧告などを根拠にして，
「100 mSv未満では人体影響のエビデンスがな
い」といわれるが，ICRPも認めている LNT仮
説は 100 mSv未満でも因果関係ありとするもの
であり，この言明と矛盾する。外部被曝 100 mSv
未満の外部被曝での影響を認めないという疫学デ
ータもあるものの，逆に人体への健康影響を示唆
するものも少なくない。
古くはスチュワートが，胎内被曝の研究で 250 

mrad（2.5 mSv）まで放射線影響の直線関係が成り立
つとし30，それらを根拠にして，妊婦のレントゲ
ン検査が忌避されている。原爆被爆者データでも，
ピアースとプレストン31は，100 mSv未満の低線
量でも LNTを否定する根拠はなかったとし，ワ
タナベら32も，100 mSv以上のみならず，5以上

100 mSv未満，5 mSv未満の群でも癌死が多く見
られたことを報告している。LNT仮説は単に高
線量データを外挿しただけの仮説ではない。

ICRP勧告がどのような根拠によって 100 mSv
未満でエビデンスがないといっているのか不詳で
あるが，ICRP 2007勧告「A.4.1.放射線反応に関
する基礎データ」33で，「しかしながら，がんリス
クの推定に用いる疫学的方法は，およそ 100 mSv
までの線量範囲でのがんのリスクを直接明らかに
する（統計学的）パワーを持たないという一般的な合
意がある」という記述がある。しかし，このパワ
ーは通常は発生率と調査数に依存するのであり，
この「合意」は疫学一般に通用するものではない。
また，エビデンスの不在を主張する専門家の多
くが，今回の原発事故において徹底した調査に言
及しないのも異様である34。科学というものは，
「見た目」にわかりにくいことをわかるようにし
ていく営みであることが忘れ去られているようで
ある。低濃度（線量）曝露（被曝）影響の厳密な考察は
毒物学の基本である。

「科学的」ということの意味

原発放射線問題を議論する前に，「科学とは何
か？」，「この場において何が科学的か？」という
命題が横たわっていることを認識しなければなら
ない。たとえば，物理学も公衆衛生学も同じ「科
学」でありながら，現実へのアプローチと情報獲
得の方法が異なり，得られたデータの解釈と成果
の応用方法にも決定的な差異が存在する。物理学
の体系自体には人間存在が通常は不要であるのに
対して，公衆衛生学の体系には地理的・生物学的
環境，そして人間存在が必ず含まれる。この違い
なしに，「科学的には……」のあとに続く文章の
意味と価値を真に理解することはできない。
公衆衛生学と比較すると物理学ではより単純な
真実を追究していくような態度で望まなければな
らない場面が多いであろう。物理学に要求される
科学としてのクライテリアは，公衆衛生学には要
求できないし，そんな要求は危険である。公衆衛



0547科学環境汚染による健康影響評価の検討

生学においては，要因も多様であり，解答は一つ
とは限らない。物理学には予防原則もない。
具体的には，外部被曝 100 mSv未満で（確率が小

さくとも）癌死との関連があり，シーベルト値のみ
でリスクが評価できず，遺伝子損傷を含む癌死以
外の健康事象についての危険が存在するというこ
とは，東日本の多く地域で，健康障害が増加し，
その影響が長期に及びうることを前提として対策
が立てられなければならないことを示している。
一例として，特に妊婦や若年者の汚染地域からの
避難は，対策の重要な選択肢の一つとして存在し
なければならない。
しかし，原発是非の態度にかかわりなく，いわ
ゆる放射線防護学者のほとんどは，健康影響を前
述の疫学研究結果と関連づけて論ずることをしな
いため，このような提起をしないし，放射線リス
ク対策についても定量的に言及できていない例が
ほとんどである。放射線リスクが（見解が大きく分か
れているという意味で）曖昧であったとしても，リス
ク対応の原則と考察がいい加減であってよいはず
はない。見解が異なることについても，両論併記
していく形で原則的に対応していくことは可能な
のである。

その他のピットホール

また，これまで述べてきたような「曝露―健康
影響」関係の厳密な考察をすることなく，リスク
比較やパニック説などが，医学誌34誌上を含めて
盛んに語られていることは，憂慮すべきことであ
る。リスク比較は，学会の場や国民への説明で，
メチル水銀の毒性を砒素や PCBなど他の毒物と
比較することによってリスク対策を論じることが
ないことを考えただけでも，その異常性は明白で
ある。また，科学者がその本業の論理をいい加減
にしたままパニック説を強調することは，リスク
に対する意識を希薄にしてしまうだけでなく，リ
スクについての科学的議論そのものをも抑制して
しまうことになる。
このような学者の中には，専門家は社会に対し

て単一の情報提供をすべきと主張するものもい
る34が，賛否両論ある事項についてはその両方を
提示し，判断材料にしていくことが，科学者にも
市民にも必要なことである。これは，医療では
「インフォームド・コンセント」と呼ばれる常識
であり，「リスク・コミュニケーション」を言う
のならば，行政とメディアによるきちんとした情
報公開が前提である。
パターナリズムが問題となる事例も見聞きする。
今回の福島第一原発事故後，本人は低線量被曝の
リスクを否定していないのに，現地の人に対して
のみならず，公式発言として，「福島はチェルノ
ブイリとはまったく違う」とか，「心配いらな
い」などと強調する専門家が少なくない。これも
また原発是非の態度にかかわりなくみられるよう
である。
そして，科学の営みには，その性質上，それぞ
れの分野で一定の形式や理論が存在する。その形
式や理論の部分をバラバラにして，行政や企業に
とって都合の悪い知見を否定する根拠として利用
することもおこなわれている。これは，科学とい
う言葉を用いて科学の機能を実質的に否定してい
く行為が可能であることを示している。

人間存在を含めた科学を

利害関係の存在しない状況において科学者は最
善を尽くすことが可能であるが，社会の利害関係
がかかわってくると，科学者が科学的事実を公平
に扱わなくなることを水俣病で経験してきた。水
俣病を科学にするためには，行政や企業という存
在に飲み込まれずに，物事を考察する態度が必要
であった。原発事故は，放射線影響分野に水俣病
と同様の構造的問題が国内外で存在してきたこと
を教えた。
そこでは，科学的思考を装いながら，科学的（か

つ公衆衛生学的）態度を捨てさせる思考が，いろいろ
なルートで科学者に忍び込んでくる。科学とされ
る営みも，サボタージュや，「科学的」であるた
めの基準を恣意的に変更させることによって，そ
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の体裁を見た目にはほころばせることなしに，そ
の本来の役割を裏切ることができるのである。放
射線をめぐる多くの専門家の逸脱は，「医学・公
衆衛生学を歪めることなしに原発は存在しえな
い」ということを立証しているように思えてなら
ない。科学者自身と一般市民が，そのような観点
から，専門家の主張を精査，認識していくことが，
この問題の解決の一助となるであろう。
実際に汚染にさらされた人間は，実験動物では
ない。曝露（被曝）に関する事実と，健康障害につ
いての（安全から危険までの）諸見解が全面的に公開さ
れ，未知の事柄について徹底した調査，研究，情
報公開がおこなわれ，予防原則を含む行政施策が
なされ，見解が大きく離れている場合でも，公開
された情報にもとづき国民自身がリスクについて
考え，自らのとるべき道を自主的に選択できるよ
うにすることこそが，放射線リスクについての科
学的解明と，汚染に対抗する公衆衛生の両方に貢
献できる道である。
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